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規模による格差は従来以上に拡大 
第一の代理店手数料問題では、大手損保の代理店 

手数料に関する施策がどうなっているのか、具体的 

なデータを提示しました。損保ジャパンの 2026～ 

2027「代理店手数料体系のご案内」を比較すれば 

その意図は歴然としています。 

（増収ゼロとした場合の「規模・増収率ポイント」、

他損保基準に換算） 
 

（収保）10 億円 74.00（26 年 7 月）→58.8

（27 年 10 月）対前年 79.5％ 

（同上） 1 億円 65.25（26 年 7 月）→42.5

（27 年 10 月）対前年 65.1％ 

（同上） 5 千万 50.25（26 年 7 月）→25.0

（27 年 10 月）対前年 49.8％ 

（同上） 1 千万 15.25（26 年 7 月）→ 5.0

（27 年 10 月）対前年 32.8％ 

要は、業務品質重視をお題目に、規模による格差

を従来以上に拡大しながら、全体として手数料の引

き下げを図ろうとするものです。 

これは損保ジャパンだけではありません。 

三井住友海上の「2027 年度手数料体系」では、

収保 10 億の代理店の「挙績・増収率ポイント」は

40.0 ポイント、1 億は 29.1 ポイント、5 千万は

19.9 ポイント。1 千万では 6.9 ポイント、1 千万

未満では、なんと 1.5 ポイントです。 

そんな小規模代理店などもはや相手にしていな

いということでしょう。仮にそうであったしても、

1.5というポイントを平気で代理店に提示する姿勢

には、経営感覚もさることながら、その人権感覚を

も疑います。 

東京海上日動も同様です。「東京海上グループの

経営戦略」（東京海上ホールディング 25/11/26）

では堂々と、代理店手数料削減を目玉政策として打

ち出しています。 

目に余る一方的な廃店強要 
第二の代理店の「淘汰・再編」問題では、東京海

上日動は、会社独自で代理店業務の品質評価制度を

設け、その品質評価結果に応じて代理店を「自立型」

「分業型」「委託終了型」に選別し、代理店の淘汰・

再編を行っています。会社の勝手な選別で「分業」

「委託終了」などと称して代理店を廃業に追い込も

うとしているのです。 

手数料ポイント制度と、それを梃子とした一方的

な代理店への廃店強要は、基本的人権の侵害にある

と言わなければなりません。こうした代理店への分

業型の押し付け、廃店強要は、三井住友海上、損保

ジャパンにも共通しています。 

新たに発足した

代理店業務評価制

度を用いて、代理

店に手数料引き下

げや、今後の進路

選択を迫る行動が

ないよう、大手損

保各社に厳しく注意喚起を行うよう要請しました。 

あらためて大手損保の不誠実な姿勢を批判 
4 月 14 日の回答日、上記の要請に対し、近畿財

務局理財部・金融監督第４課の上席調査官は、次の

とおり回答しました。 

「損保代理店は保険商品の販売における窓口とし

て機能しているのみならず、大規模災害時などにお

いては、契約者に寄り添った事故対応を行うなど、

地域に密着した存在として重要な役割を担ってい

ると認識している。損保会社と代理店とのあり方に

ついては、当事者間で話し合いを徹底されることが

重要だ。金融庁は損保会社に対して、代理店に丁寧

にコミュニケーションを取るよう促しているとこ

ろだ」 

 

「損保代理店プロジェクト」が近畿財務局に要請 
「損保代理店プロジェクト」（「顧客第一で健全な損保産業をめざす代理店有志」）は、3 月

18 日、損保代理店問題での要請書を提出。4 月 14 日に再度近畿財務局を訪問しその回答を

受けました。 

 損保代理店の近財要請は 2011 年から始まりました。今年で 16 回目となります。 

 今年度の要請内容は次のとおりです。 

（１）「規模による手数料の格差を解消し、小規模であっても、地域に密着した優秀な代理店

が安定して経営できる制度の早急な実現を求める」 

（２）「手数料ポイントを活用した代理店の淘汰・再編に歯止めを」  
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参加者は、「監督指針」の「協議・合意」につい

て、例えば東京海上日動は、パブリックコメントの

一部を意図的に切り取り、文意を変えて、あたかも

それが金融庁の公式見解であるかのように社内文

書で流している。これは悪質な論理のすり替えだ。

本来、保険約款などで、解釈の厳密性が求められる

損保業界の、しかもリーディングカンパニーのこの

不誠実な姿勢には呆れてものも言えない、ときびし

く批判しました。 

また、業務品質と言いながら規模による格差を拡

大し、全体として手数料引下げを図っていることの

改善を求めました。 

さらに、９日（木）参議院財政金融委員会での大

門実紀史さんの国会質問を取り上げ次のように要

請しました。 

大門さんの、大手損保の「協議・合意」矮小化、

手数料削減や廃店強要は「監督指針」の趣旨に反し

ているのではないかという質問に対して、片山さつ

き財務大臣は、損保会社が「そういう取り扱いをし

ていることは本意ではないので、実態把握に努める」

と答弁を行っ

た。こうした

損保会社の理

不尽なやり方

について、も

し近畿財務局

に代理店から

相談があれば、

丁寧な対応を

お願いしたい。 

上席調査官は、引き続き情報提供をお願いします、

と述べました。 

代理店には、セーフティネットを広げ発展させる

という、大きな社会的役割があります。その役割発

揮のためには、代理店の安定した経営が不可欠です。

損害保険業界が真に顧客本位で健全に発展するよ

う、引き続き行政への働きかけを強めていく必要が

あります。 

 

４月９日参議院財政金融委員会  
大門実紀史さんが 

「代理店手数料ポイント制度」で質問 

財政金融委員会で大門さんが質問に立ちました。

大門さんの代理店問題での国会質問は、実に 13 回

にのぼります。概要は以下のとおりです。 

引き続き金融庁の前向きな対応を 

大門さんはまず最初に、片山財務大臣（金融担当

大臣）に、これまでの代理店問題での国会の議論と

金融庁の取り組みの経緯を説明。引き続き麻生さん

以来の前向きな対応を要請しました。 

片山大臣は、代理店の役割の重要性を述べたうえ

で「損保会社には、例えば代理店手数料の設定等の

際にも一方的な押し付けとならないよう、代理店の

意見にしっかりと耳を傾けて丁寧な対応に務めて

いただきたいと考えている」と答弁しました。  

次に、金融庁・石田晋也監督局長に対して、監督

指針に「手数料ポイント制度が協議•合意によって

決定されている」という文言が入ったことの意義に

ついて質問。 

石田監督局長は、「運用上の懸念が示されている

ことは承知している・・損害保険会社による対応が

一方的なものにならないよう、引き続き損保会社に

対して丁寧な対応を促して参りたい」と答弁しまし

た。 

大手損保は金融庁の思いを踏みにじっている  

そのうえで大門さんは、次のように述べました。 

ところが現実には、大手損保各社は監督指針の

「協議•合意」の 1 項をスルーする、矮小化するな

ど、金融庁の思いに反する行動を行っている。「監督

指針」改正後も、あくまで通知して説明するだけで

良い、納得しない代理店とは委託契約を解除する

等々だ。そして実際の手数料ポイント制度について、

大手損保は、業務品質重視と言いながら、規模によ

る格差をこれまで以上に拡大しながら、代理店手数

料を引下げようとしている。 

金融庁も、代理店業務品質評価制度を盾にして、

一方的に手数料引下げや廃店強要などの圧力をか

ける大手損保のやり方に懸念があると伺っている。 

せっかくの「監督指針」がゆがめられているので

はないか。 

「実態把握に努める」と片山大臣 

これに対して、片山大臣は最後に、損保会社が「そ

ういう取り扱いをしていることは本意ではないの

で、実態把握に務めて、代理店が地域で顧客本意の

考えに基づいてお仕事ができるように取り組んで

参りたい」と答弁しました。 


